
 

監 査 公 表 
津市監査委員告示第８号 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１項、第２項及び第４

項の規定に基づき監査を実施したので、その結果を同条第９項の規定により公

表する。 
平成１９年８月２８日 

 
                   津市監査委員 岡 部 高 樹 
                                        同       平 岡 益 生 
                                          同    永 田   正 

同    山 中 利 之 
 

監 査 結 果 報 告 書 
 

第１ 監査実施年月日及び監査対象部局 
監査実施年月日 監  査  対  象  部  局 

平成 19 年 5 月 8 日 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年 5 月 10 日 

 

 

 

 

 

平成 19 年 5 月 15 日 

 

 

市長公室 

秘書課、政策課、法務室、行政経営課、人事課、検

査課 
固定資産評価審査委員会 
総務部 
総務課、地域振興室、広報広聴課、情報企画課 

公平委員会 
環境部 
環境政策課、新最終処分場建設推進課、環境保全課

、環境事業課、西部クリーンセンター、河芸美化セ

ンター、クリーンセンターおおたか、白銀環境清掃

センター、安芸・津衛生センター、クリーンセンタ

ーくもず 
財務部 

財政課、契約財産課、市民税課、資産税課、収税課 

市民部 
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平成 19 年 5 月 17 日 

 

 

 

 

 

 

平成 19 年 5 月 21 日 

 

 

 

 

 

 

市民交流課、市民課、人権課、地域調整室・中央市

民館、男女共同参画室、津リージョンプラザ、アス

トプラザ 
健康福祉部 
福祉管理課、こども家庭課、高齢・障がい福祉課、

援護課、介護保険課、保険年金課、医療助成室、保

健センター 
商工観光部 
商工労政課、中心市街地活性化室、企業立地課、

観光振興課 
農林水産部 
農林水産課、農業共済室、水産振興室、林業振興室

、農業基盤整備課 
農業委員会事務局 
都市計画部 

都市管理課、都市計画課、開発指導室、津駅前北部土

地区画整理事務所、公園緑地課、建築指導課、久居工

事事務所  

 
第２ 監査対象年度 
  平成１８年度（以下「当年度」という。） 
 
第３ 監査の方法 

あらかじめ提出を求めた資料に基づき、部課長等の説明を聴取し、関係諸

帳簿を調査して監査を実施した。 
なお、西部クリーンセンター及び白銀環境清掃センターについては、現地

に出向き実施した。 
 
第４ 監査の着眼点 
    監査に当たっては、主として以下の点に着眼し、実施した。 
１ 予算の執行は計画的かつ効率的に行われているか。 
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２ 会計処理は法令等の規定に基づき適正に行われているか。 
３ 現金の取扱いは適切に行われているか。 
４ 財産の管理は適切に行われているか。 
５ 各種の帳簿、書類の記帳、保管等は適切に行われているか。 
６ 事務処理は効率的かつ効果的に行われているか。 
７ 事務処理は法令等の規定に基づき適正に行われているか。 
 
第５ 監査の結果 

所管する事務事業の推進に当たっては、各分野において努力が払われてお

り、全般的には事務処理、財政運営とも適切に実施されていたが、一部にお

いて後述するように事務処理の不備等が見受けられたので、速やかに対処す

るよう指導した。また、監査時に見られた修正が望まれる軽易な事項につい

ては、その都度口頭で指導した。 
  各部課等の監査の結果の概要は、次に述べるとおりである。 
  なお、事務処理等が法令等に違反しているものなど、早急に是正・改

善を必要とするものについては「指導事項」に、今後、事務処理等の適

正化・効率化を図るための検討を求めるものなどについては「所見」に

記載した。 
 

■市長公室 

 
  秘書課 

当課では、市長、副市長の業務日程調整及び渉外業務のほか、表彰栄典、

後援名義の使用許可、市長賞の交付、市長会に関する事務などを分掌してい

る。 
（１）指導事項 

特になかった。 
（２）所 見 

当年度の後援名義の使用許可件数は５１件、市長賞の交付件数は２４件

となっている。 
また、交際費については、内容が十分精査され、支出の抑制に努められ

ている。 
平成１９年４月からは午前中の１５分間、「アジェンダ１５」と銘打って、

市長及び両副市長と部長級職員（日替わりにより１人）の４人により、市
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政に関する情報の共有を図ることを目的に、定期的に協議が行われている

が、日常業務における成果の発揮に期待したい。 
なお、平成１９年４月に発生した長崎市長射殺事件での殺害動機は、行

政への不当要求に端を発しているとの報道があり、本市においても、こう

した事件を事例として、情報収集、関係機関への連絡・相談などにより危

機管理に努められたい。 
 

  政策課 
当課では、総合計画の策定、ユニバーサルデザイン・バリアフリーに係る

調整、自治の基本に係る条例に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 

平成１９年３月２８日から同月２９日まで、広島県尾道市へ職員１名が

出張した際、出張命令簿に記載漏れがあったので、適正に処理するよう指

導した。 
（２）所 見 

総合計画策定業務については、３万人以上の市民参加を目標に、アンケ

ート調査の実施をはじめ、動く市長室や地域審議会委員によるまちづくり

研修会、まちづくりフォーラムの開催などを通じ、市民との協働により、

平成１９年度末の策定に向けて取り組まれている。 
合併後の行財政環境は大変厳しいものがあると認識されるが、健全な財

政運営のもとに多様化する市民ニーズに応え、かつ、新市の将来が展望で

きる計画として策定されるよう期待するところである。 

 
  法務室 

当室では、例規及び重要な契約書等の審査、訴訟事件等に対する指導助言

及び津市行政手続条例に係る総括のほか、津市固定資産評価審査委員会に関

する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

平成１９年５月８日現在係争中の訴訟事件数は８件（民事事件５件、行

政事件３件）で、当年度当初の事件数から５件減少しているが、訴訟事件

のうち、市営住宅の家賃滞納に伴う建物明渡等請求に係る事件等について

は、同室及び本市顧問弁護士の指導助言のもと、所管課職員が訟務を担当

し、勝訴の確定判決を得るなど一定の成果が挙げられている。 
地方自治法施行令第１７１条の２の規定に基づく執るべき措置が各部局
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においてもより積極的に講じられることを期待するものであるが、その一

方で、当年度中に本市を被告として提起された訴訟が２件、調停申立てが

２件あったことから、係争事件となるおそれのある事件の把握と関係部課

への指導助言により一層努められたい。 
なお、各部課における要綱等の制定状況について調査された結果、平成

１９年４月１日現在、制定本数は３６９本（廃止要綱等を除く。）を数えて

いるが、同室の審査を経ていない要綱等も多いことから、今後の改正時に

は、同室が審査の上、必要な助言指導に努められたい。 
 
  行政経営課 

当課では、行財政改革等の推進、行政組織及び事務分掌の見直し、組織の

活性化並びに地方分権の推進に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

平成１９年３月に策定された津市行財政改革大綱及び津市行財政改革前

期実施計画（集中改革プラン）に基づき、全庁的な進行管理のもと、着実

に健全な行財政運営による効率的で効果的な行政の執行が可能となるよう、

行財政改革を推進されることが望まれる。 
同集中改革プランでは１６５項目の改革に取り組まれることとなってい

るが、特に行政経営システムの構築と併せ、行財政改革の主体となる職員

の意識改革、意思統一が十分図られるよう期待するものである。 
また、行財政改革を機構面から推進するため、平成２０年４月に組織改

編が見込まれているが、実施にあたっては全庁的な連携が図られ、職員が

意欲的に職務に専念できる行政組織となるよう取り組まれたい。 
 
  人事課 

当課では、職員の定数及び配置、服務、研修、福利厚生、給与に関する事

務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

当年度の職員１人当たりの時間外勤務時間数は、月平均１４．３時間（本 
庁勤務職員２４．０時間）となっているが、４月の１８．６時間（同勤務

職員４１．３時間）をピークに縮減されてきている。ただし、一部部局等

においては恒常的な時間外勤務が見受けられることから、適正な人員配置
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と併せ、人事給与ネットワークシステムの導入等による事務の効率化、簡

素化を図り、給与の現状も踏まえた人件費の適正化に速やかに取組まれる

ほか、更なる時間外勤務の縮減を実現されるとともに、職員のより一層適

正な健康管理に努められたい。 
   不当要求行為については、平成１８年７月１日の「津市職員に対する不

当要求行為等の防止に関する要綱」の制定以降、当年度末で９件発生して

いることから、同要綱に基づく対応マニュアルを早期に作成し、不当要求

行為に対して全職員が適切に対応できるよう配慮されたい。 
   職員の福利厚生の増進を図るため、津市職員共済組合に対し職員福利厚

生事業補助金を助成しているが、同事業のあり方を検討の上、同補助金が

より有効利用されるよう取り組まれたい。 
 
  検査課 

当課では、工事等の検査、工事の手直しに係る命令及び指示、設計積算シ

ステムの管理及び運用に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

当年度は、完成検査３５８件を含め計４１３件の工事検査が実施されて

いるが、この他にも大規模工事を中心に、現場パトロールも６１件実施さ

れている。 
工事検査は例年、年度末に集中（当年度は４１３件中１７５件が３月実

施）するため、兼務検査員の応援により対応されているところであるが、

工事の年度内平準化が図られるよう事業課の協力が得られ、効率的に工事

検査が実施されることを望むものである。 
   また、当年度の低得点工事（工事成績評点７０点未満）の割合は１７パ

ーセント（全工事３５８件中６１件）であるが、建設工事の施工技術向上

と品質確保を図るため、今後においても、研修会等を通じ、本市監督員及

びこれら事業者への指導強化に努められたい。 
 

■固定資産評価審査委員会 

当委員会は、固定資産課税台帳に登録された評価額に関する不服審査を行

う執行機関（６人の委員で構成）であり、法務室が当委員会の開催等に関す

る事務を処理している。 

（１）指導事項 
   特になかった。 
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（２）所 見 
   当年度は、固定資産の評価替え（３年間の資産評価の変動を評価に反映

させる作業）が行われたが、その審査申出件数は３件で、このうち２件が

棄却され、１件は却下となった。この間、当委員会は７回開催されている

が、今後ともその役割の十分な発揮を望むものである。 
 

■総務部 

 
  総務課 

当課では、議会との調整、文書管理、情報公開、個人情報の保護、住居表

示、統計、市史編さんに関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   文書管理については、統合型文書管理システムの構築に向け、全庁的な

文書事務の分析・把握に努められているところである。平成１９年度には、

文書情報のデータベース化や一部の内部事務について電子化が図られる

予定であるが、今後とも、更なる事務処理の迅速化・効率化を図られ、併

せてシステムの導入効果について検証されたい。 
また、市史編さんは専門的な知識を要する業務であり、かつ、合併前の

旧市町村における市町村史は、編さん時期や資料の整備状況等が異なるこ

とから、大変困難な作業であるが、今後、関係部局との連携を図り、でき

るだけ速やかに編さん方針の構築に取り組まれるとともに、広く関係資料

の収集及び整理、目録等の整備が行われるよう期待するものである。 
 
  地域振興室 

当室では、地域活動の振興事業に係る企画及び調整、地域審議会との連絡

調整及び総括に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   地域活動振興のための各種補助事業について、平成１９年２月２６日付

の定期監査等結果報告において各総合支所共通事項として「事業の趣旨及

び目的を精査し、本市の地域振興施策の統一的な方向性を検討するよう」

所見を述べたところであるが、同室では、各事業を検証し、関係部局との
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協議の結果、各地域との連携など共同開催による再編や事業別予算として

整理を行い、これを平成１９年度予算に反映させている。 
今後は、津市行財政改革大綱を踏まえ、更に地域活動振興事業を精査し

つつ、地域振興施策の適切な実施に努められたい。 
なお、本市ほか６市町で構成する三重県ふるさと振興協議会負担金（本

市の当年度負担金は約２１万円）の平成１７年度決算では、歳出執行率が

４４パーセントにも満たず、約１９２万円もの剰余金が生じていることか

ら、同協議会の事業の実態に応じた負担のあり方を検討されたい。 
 
  広報広聴課 

当課では、広報津及び市勢要覧の発行、津市ホームページによる情報提供、

ケーブルテレビでの行政情報番組の制作及び放映、テレビやＦＭラジオを活

用した市事業の紹介等の広報事業のほか、市長対話や市政モニター制度、市

民の声の受付などによる広聴事業を分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   広報事業については、紙面や電子メディアなど様々な情報伝達手段が活

用されているが、これまでの成果も踏まえつつ、改めてそれぞれの費用対

効果を検証し、より効率的な予算の執行に努められるとともに、広報手段

のツールとして、より多くの市民の関心が向けられる、魅力ある充実した

内容となるよう取り組まれたい。 
   広聴事業については、動く市長室（市長対話）として、これまで津市自

治会連合会各支部をはじめ商工会議所や商工会、障がい者団体、女性団体

などとの直接対話を行い、それぞれ意見、提言を聴取されているが、今後

とも広く市民からの意見聴取に努め、市政運営に活用されたい。 
また、当年度は広聴事業の一環となる市政モニターを２９人（地域推薦

１０人、公募１９人）に委嘱していたが、平成１９年度においては、市政

モニターへの応募者が１６人（地域推薦１０人、公募６人）に減り、合併

時と比較して市政への関心が薄らいでいることも懸念されるため、広報事

業との連携を図り、モニター活動に対し市民の理解と関心を求めながら、

より多くの市民自らがモニターとして市政に参加いただけるよう、意識の

高揚、啓発に努められたい。 
 
  情報企画課 

当課では、地域情報化、電子自治体の構築、情報通信基盤の整備、地域情
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報センターの管理運営に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   情報化推進事業として、平成１８年１０月に津市電子自治体構築計画を

策定されているが、今後、同計画に定める電子申請システム、ＧＩＳ（地

理情報システム）、統合型文書管理システム、電子入札システムの導入にあ

たっては、庁内各課との十分な調整を図り、円滑な実現に努められたい。 
   情報漏えい等へのセキュリティ対策については、全国的にも業務情報に

係る情報流出事件が頻発しているが、平成１８年２月に作成された情報セ

キュリティポリシーのもとに、情報セキュリティ対策実施手順の早期運用

を図り、本市が管理する情報資産の機密性、安全性が確保できるよう適切

に措置されたい。 

旧一志町及び旧美杉村から継承したケーブルテレビ事業については、地

上デジタル放送の完全実施と合わせ平成２３年７月までに民間事業者に

譲渡するとされているが、地域住民への周知、関係事業者との調整が円滑

に行われるよう計画的な業務の実施を図られたい。 

津市地域情報センターについては、当年度６，３９８人と安定的な利用

が図られているが、当センターの管理運営実態を踏まえ費用対効果等を考

慮しつつ、指定管理者制度への移行を含めた見直しを検討されたい。 

 

■公平委員会 
当委員会は、地方公務員法の完全な実施を確保し、その目的を達成するた

めに設置され、職員の勤務条件に関する措置要求の審査及び職員に対する不

利益な処分についての不服申立てに対する裁決などを行い、総務課がその開

催等に関する事務を処理している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

当年度においては、勤務条件に関する措置の要求などがなかったことか

ら、委員会は開催されていないが、今後も開催に備え、適正な審査・裁決

を補助できるよう各種事務研修会に参加されるなど、必要な情報、能力の

習得により不断に資質の向上に努められたい。 
 
■環境部 
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  環境政策課 
当課では、環境政策の企画及び推進、環境基本計画の策定・運用、環境と

の共生の推進、ごみの再生利用及び廃棄物に係る環境パトロールのほか、一

般廃棄物処理施設等の維持管理の総括に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

本市のごみ焼却施設及びし尿等処理施設から排出される焼却残渣の処理

は、（財）三重県環境保全事業団に委託し、同事業団が設置する三重県廃棄

物処理センターにおいて溶融処理を行っているが、当該委託料は、平成１

４年度同処理センター開設当初に１トン当たり２万１，０００円（消費税

込み。以下本所見において同じ。）であったのが、平成１９年度には３万６，

７５０円（基本料金）に値上げされている。 

この委託料の値上げは、燃料価格の高騰等の要因から処理費用が増高し、

同事業団に損失が生じているためであるが、三重県においても、同事業団

に財政的援助をするなど経営健全化に向けた取組がされており、今後も、

同事業団の一層の経営健全化と同処理センターにおける処理経費の削減を

積極的に促進されるよう望むものである。 
本市は当年度、津市衛生中継所連絡協議会負担金を１２０万円支出して

いるが、同中継所は、平成１９年１月３１日に閉鎖されたことにより、平

成１９年度予算では６０万円に減額されている。今後、同協議会では同中

継所の跡地利用に係る協議等も必要であるとされているが、このことを踏

まえた適切な負担のあり方について検討されたい。 
一般廃棄物(し尿)処理事業に係る補助金は、当年度、対象団体に対し、

約３，５５４万円(概算払額)が支出されているが、交付目的や交付効果な

どを踏まえ、当該補助金が効率的に運用されるよう対象団体の指導を望む

ものである。 
 
  新最終処分場建設推進課 

当課では、新最終処分場建設推進に関する事務を分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   新最終処分場については、現在稼動中の白銀環境清掃センター第２期埋

立処分場の埋立期間の延長が、地元自治会との覚書により、平成２２年３

月３１日を限度としていることから、その建設が急務とされている。 
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   当年度は、循環型社会の構築を目指す本市にふさわしい新最終処分場の

処理方式の検討業務が委託され、学識経験者による検討委員会から意見書

が提出されている。 
平成１９年度においては、新最終処分場整備構想等検討調査の業務委託

及び新最終処分場整備構想等検討委員会の設置が行われ、さらに詳細かつ

具体的に調査、検討を進めるとされるが、市民生活に不可欠ともいえる施

設として具体的な建設計画の速やかな作成と一日も早い新最終処分場の実

現に努められたい。 
 

  環境保全課 
当課では、生活環境の保全に係る総合的な計画及び調整、自然環境の保全、

公害問題、大気・水質・騒音等にかかる環境調査、市営墓地の総括、そ族及

び昆虫の駆除、狂犬病の予防に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

環境保全事業の一環として、環境教育推進のためホタル観察会や環境月

間記念植樹などが実施されるとともに、生活排水による公共用水域の水質

汚濁防止のため、当年度は合併処理浄化槽設置整備補助金２１３基分、共

同汚水処理施設修繕工事補助金が７件交付されているが、今後もこれら補

助制度のもとに、効果的な環境保全事業が実施されるよう努められたい。 
環境対策事業については、公害を防止し安全で快適な環境を守るため、

環境保全に関する協定が関係事業者との間で１８０件（当年度６件を含む）

締結され、３４事業所については監視、指導並びに立入調査が行われてい

る。 
また、公害苦情件数については、当年度、大気環境３１件、騒音関係３

０件など１０６件あり、いずれも関係箇所を調査し関係事業者等との調整

が行われ苦情の解消に取り組まれているが、今後も、各環境項目について

の調査を不断に実施され、より安心・安全な市民生活ができる環境づくり

に努められたい。 
 
  環境事業課 

当課では、ごみの収集、分別の指導、清掃意識の普及に関する事務などを

分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
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（２）所 見 
   当年度末現在、塵芥車など４５台の車両を管理、使用されていることか

ら、安全運転講習会や班会議での事故事例研修などの実施を通じ、安全運

転意識の向上による職員の交通事故防止に努められている。 
また、ミニ環境フェア等のイベントや車体広告事業、ごみ出しサポート

事業、パッカー車維持管理事業など、職員提案による元気づくり事業の推

進に取り組まれ、市民のごみ減量意識の高揚と併せ広告料収入の確保及び

経費節減にも努められている。 
今後とも、職員の積極的な取組みにより、交通事故のない円滑な事業運

営が図られるよう期待するものである。 
 
  西部クリーンセンター 
  当センター（昭和５４年稼働、平成１１年度から平成１４年度にかけて焼

却炉を新設、改修）では、津地区（旧津市）及び芸濃地区から排出される可

燃ごみの焼却処理並びに当該処理施設の運営及び管理に関する事務を分掌し

ている。 
（１）指導事項 
  特になかった。 

（２）所 見 
現在、本市では、３か所のごみ焼却施設において、年間９７，８２４ト

ン（当年度実績）の可燃ごみを焼却処理しており、そのうち約６割（５８，

８４４トン）が当センターにおいて焼却処理されている。 
今後においては、３施設の処理能力、焼却炉の耐用年数、搬入量の推移

などを勘案し、また、地元との調整を図られ、最も効率的な焼却処理を行

われるとともに、周辺環境に十分配慮し、引き続きダイオキシン類等の発

生を抑制しつつ、安全で安定的な焼却炉の運転管理に努められたい。 
なお、旧安芸美清掃センターについては、合併に伴い施設が廃止されて

いるが、現存する施設の管理等、今後のあり方について検討されたい。 
 
  河芸美化センター 

当センター（平成９年稼働）では、河芸地区から排出される可燃ごみの焼

却処理並びに当該処理施設の運営及び管理に関する事務を分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

当センターの当年度のごみ焼却量は、５，０２６トンで、毎年度、微増
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しているものの、概ね焼却量は一定しており、安定的な焼却炉の運転管理

が行われている。 
今後においても、焼却処理に当たっては、引き続きダイオキシン類等の

発生を抑制し、周辺環境に配慮しながら、安全で安定的な焼却炉の運転管

理に努められたい。 
 
  クリーンセンターおおたか 

当センター（平成１１年稼働）では、市内の久居、香良洲、一志、白山、

美杉、美里、安濃の各地区からの可燃ごみの焼却処理のほか、松阪市嬉野、

三雲の両地区から排出される可燃ごみの焼却処理並びに当該処理施設の運営

及び管理に関する事務を分掌している。 
（１）指導事項 

特になかった。 
（２）所 見 

当センターの当年度のごみ焼却量は、３３，９５４トンで、４班４人（合

計１６人）の処理体制による２４時間連続運転（土・日曜日は休炉）が行

われている。 
今後においても、焼却処理に当たっては、引き続きダイオキシン類等の

発生を抑制し、周辺環境に配慮しながら、安全で安定的な焼却炉の運転管

理に努められたい。 
なお、焼却炉の運転管理の外部委託については、河芸美化センターも含

めて、総合的に検討されたい。 
また、未利用地となっている旧ごみ処理施設用地（所在：津市中村町）

は、今後の利用方法について検討されたい。 
 
  白銀環境清掃センター 

当センターでは、不燃ごみ等の埋立処分並びにあき缶等金属系資源ごみ破

砕処理施設、ペットボトル圧縮減容梱包施設及び浸出水処理施設の運営等に

関する事務を分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   当センターへの不燃・粗大ゴミの当年度搬入量は、約７万３千トンで、

平成１６・１７年度の６万トン台から若干増加しているが、平成１２年度

から１４年度における８万トン台と比較すると、分別化やリサイクルの普

及などで徐々に減少している。 
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   しかしながら、現在稼動中の第２期埋立処分場の稼動は、地元自治会の

理解・協力により平成２２年３月３１日を限度とされていることから、新

最終処分場の早期建設が求められている。 
当センターで利用している重機類は多額の修繕費を要するものもあり、

今後は設備や機器等の購入、修繕等を含め、経費の削減と効率的な施設運

営に努められたい。 
 
  安芸・津衛生センター 

当センターでは、津地区をはじめ、河芸、芸濃、美里及び安濃の各地区に

係るし尿及び浄化槽汚泥を処理するため、当該処理施設の運営及び管理に関

する事務を分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   平成１９年１月のし尿等の海洋投入処分の禁止に伴い、当センターでは

平成１７年１０月から平成１８年１２月にかけて、浄化槽汚泥脱水機及び

膜分離設備を新設するなどの施設設備改造事業を実施したことにより、施

設の処理能力は日量１８８キロリットルとなり、当年度は４万４，１１１

キロリットルを処理している。 
この結果、当年度使用料収入は約３３９万円（調定額）であったが、当

該施設設備改造事業費６億７，２４２万円のうち４億２，５４０万円は借

入金（し尿処理施設整備事業債等）が充てられ、この債務の償還及び三重

県廃棄物処理センターへの焼却残渣処理委託料の増額等により、処理経費

の増高が懸念されるため、より一層の経費削減に努められたい。 
 
  クリーンセンターくもず 

当センターでは、久居地区をはじめ、一志、香良洲、白山及び美杉の各地

区のほか、松阪市（嬉野地区）等に係るし尿及び浄化槽汚泥を処理するため

の施設の運営及び管理に関する事務を分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   当センターの当年度処理実績は、３万５，６４９キロリットルで、この

うち松阪市（嬉野地区）及び鳥羽志勢広域連合のし尿等処理事務受託に係

る処理実績は、５，９６６キロリットルであった。 
使用料等の収入状況は、使用料収入約２９２万円（調定額）のほか、松
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阪市（嬉野地区）等のし尿等処理に係る受託事務負担金（概算）収入が約

７，４０９万円（平成１９年３月３１日現在）であったが、今後、膜分離

設備の老朽化に伴う更新及び三重県廃棄物処理センターへの焼却残渣処理

委託料の増額等により、処理経費の増高が懸念されることから、津市行財

政改革前期実施計画で示された搬入受付時間の見直しなどにより、一層の

効率的運営に努められたい。 
旧久居地区広域衛生施設組合（現津市）に係る環境整備負担金のうち一

部地元自治会の区費の支出については、覚書に基づき３年ごとに改定が行

われ、毎年度一定額が支出されているが、同自治会に対しては、昭和６３

年以降、この区費とは別に地元協力費を負担していることなども踏まえ、

適切な見直しを検討されたい。 
 
■財務部 

 
  財政課 
  当課では、予算編成事務をはじめ決算統計事務や財政公表等、財政の総合

調整に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

平成１９年度当初予算編成においては、内部管理費を中心として、一部

経費について枠配分方式を導入した結果、１８億７千万円の削減が図られ

たところである。厳しい財政状況のなか、今後とも住民ニーズや社会情勢

の変化に柔軟に対応し、財政構造の弾力性を確保できるよう、津市行財政

改革大綱に基づく集中改革プランを速やかに実行されるとともに、財政の

健全化に向けた積極的な取組みを期待するものである。 
   なお、当初予算編成時期を中心として時間外勤務が著しい当課にあっ 

て、当年度の時間外勤務の状況については、職員１人当たり１か月平均  

７４．５時間となっていることから、職員の健康管理に十分配慮されると

ともに、時間外勤務の縮減に努められたい。 
 
  契約財産課 

当課では、物品の調達に係る入札等の執行及び契約、建設工事に係る入札

等の執行及び契約、市有財産の総括管理、庁舎の維持管理及び駐車場の整理、

車両管理の総括指導及び事故防止に関する事務などを分掌している。 
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（１）指導事項 
   本庁舎に係る行政財産使用料の納付期限を、津市会計規則に規定された

とおり（納入通知書の発行の日から１５日以内）に定められていなかった

ので指導した。 
（２）所 見 

契約事務において、津市シルバー人材センターと単独随意契約を締結し

ている部局が見受けられることから、適切な契約事務のあり方とともに、

関係部局の対応について指導されたい。 
財産管理については、合併により多くの土地、山林及び建物等の公有財

産を継承しているが、常に良好な状態にて管理されるとともに、未利用地

等については、有効活用に向けて取り組まれたい。 
また、現在、各部局がそれぞれデータベースソフトを利用して備品管理

を行っているが、全庁的な備品台帳のデータベース化に取り組まれ、適切

な備品管理が行えるよう努められたい。 
本庁舎の維持管理については、築後２７年が経過し老朽化が進むなか、

適宜、修繕をなされているが、来庁者用駐車場も含め、障がい者や高齢者

などに配慮した施設改修を図られるよう望むものである。 
 

  市民税課 
当課では、税務の総括、法人・個人市民税、軽自動車税、市たばこ税及び

入湯税等の賦課及び減免に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   当年度１，４５３人を対象に市民税・県民税申告書の未提出者調査が行

われたが、申告書が提出されたのは１３１人に止まり、また、１１８事業

所を対象とした給与支払報告書の未提出調査においても、報告書が提出さ

れたのは３１事業所であったことから、これら課税資料等を未だ提出しな

い対象については、課税の公平性の確保のため、引き続き必要な調査を実

施されたい。 
一方、市内に事務所、事業所を有する個人で市内に住所を有しない者、

及び市内に寮等を有する法人等で市内に事務所又は事業所を有しないも

のなどは、市民税均等割額の納税義務者となることから、これら納税義務

者について、その把握及び課税に努められたい。 
当年度の委託料１億３，９００万円を超える市税の賦課・収納に係る電

子計算業務の委託契約については、従来から１社との随意契約を継続して
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締結されているが、競争による価格妥当性の検証が困難であるとされる。

今後、情報企画課によるＩＴ調達に係る最適化計画の成果を踏まえつつ、

適正な委託料による契約の締結に努められたい。 
喫煙環境整備事業補助金については、交付先団体の活動実態及び交付効

果等を総合的に考慮の上、必要な見直しを検討されたい。 
 
  資産税課 

当課では、土地・家屋の固定資産税及び都市計画税に係る評価及び賦課、

償却資産に係る固定資産税の評価及び賦課に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

家屋調査業務は、構造等の多様化により複雑になっており、かつ経験者

にも大幅な人事異動がみられるが、早期の研修などを通じ担当職員の経験

不足を補うことで、事務に支障のないよう努められたい。 
久居地域の固定資産税賦課誤りについては、遡及課税分９，９７６件、

調定額約６，９５２万円、還付分１３７件、還付相当額約２，４４１万円

となっており、平成１９年４月末現在、遡及課税分の未収金額は約１，４

１４万円で、収納率は約８０パーセントとなっているが、今後も引き続き

対象者への理解を求め、また税務行政の信頼回復に努められたい。 
市街化区域の都市計画税については、合併特例法の規定により合併後５

年間、久居地区、河芸地区、香良洲地区において課税がなされていないこ

とから、対象者への周知・徹底等を図り、円滑な適用に努められたい。 
 
  収税課 

当課では、市税の収納及び整理、納付指導、滞納整理に関する事務などを

分掌している。 
（１）指導事項 

特になかった。 
（２）所 見 

市税の徴収状況については、景気の低迷を反映した低収入、事業不振や

納税意識の欠如が原因となって、多額の未収金が発生している状況にあり、

平成１９年３月末の市税収納率は、８７．５パーセントで前年度に比べ０．

４ポイント増、また未収金は、約５１億７，１９８万円で、主なものは固

定資産税の約２６億７７５万円等である。 
このうち当年度の三重地方税管理回収機構への移管分は４７件、約１億
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２６万円で、平成１９年３月末の徴収税額は約１，８６４万円、収納率は

１８．６パーセントとなっているが、今後とも同機構の活用により滞納額

の縮減を図られたい。 
さらに、平成１８年６月からの県・市町県税滞納整理併任制度の導入に

より、県から１名の併任職員の派遣を受け、県と市が協働して徴収業務の

向上を図り滞納額の縮減に努められているが、今後は、これとともに総合

支所職員とも連携し、未収金の徴収に当たられたい。 
このほか、口座振替制度の利用・啓発等による納期内納付の推進と併せ、

コンビニ納付等新たな収納方法の活用などにより、納付機会の拡大を図ら

れるとともに徴収コストの削減に努められ、担当理事等の配属による歳入

確保調整体制の充実に伴い、効率的で効果的な滞納整理対策の実施を望む

ものである。 
 

■市民部 
 
  市民交流課 

当課では、自治会活動の支援、市民相談、市民活動の促進、コミュニティ

施設の運営管理、交通安全対策の総合調整、国際・国内交流に関する事務な

どを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   自治会への活動補助金等の公費支出については、合併協議による激変緩

和措置が講じられてきたが、平成１９年１月に、平成２１年度を公費支出

に係る新基準の適用年度とすることと、その適用年度まで合併推進事業補

助金を段階的に減額するよう、津市自治会連合会の合意が得られたことか

ら、今後その円滑な実現を望むところである。 
交通安全対策については、本年度、津市交通教育プロバイダ制度を導入

されたところであるが、従来からの交通安全施策とともに、この制度の積

極的な活用により、交通弱者の事故防止や市民の交通安全意識の向上を一

層図られたい。 
また、平成１９年１月に津市消費生活センターを開設し、専門相談員（１

名）による相談業務が開始されたところであるが、同年３月末現在での相

談件数は１１１件と、複雑、多様化する消費者被害の現状を反映しており、

今後とも相談業務体制の充実を図られ、市民の身近な相談所として機能す

ることを期待するものである。 
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  市民課 

当課では、戸籍、住民基本台帳、人口動態調査、印鑑登録、住民税等に係

る諸証明の交付、外国人登録、斎場に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   窓口で収納された手数料について、指定金融機関への払い込みが遅れて

いるものが見受けられたので指導した。 
   また、出張旅費において計算誤り（日当の減額調整漏れ）があったので

適正に処理するよう指導した。 
   青谷地区環境保全協議会補助金については、申請者において交付申請や

実績の内容などをより詳細に記載する旨、指導した。 
（２）所 見 
   窓口業務においては、合併に伴い取扱件数が増加しているなか、各種届

出の処理や各種証明書の交付について、迅速かつ正確な事務処理に努めら

れているとともに、平成１９年１月から転入者用案内パンフレット「くら

しのガイドブック」を配布されているが、今後ともこれらを活用した市民

サービスの向上に取り組まれたい。 
市営斎場については、津斎場を含む３施設とも老朽化が進んでいること

から、新斎場整備構想の策定に向けた準備が進められているが、合併によ

り市域が拡大したなか、市民の利便性を考慮しつつ、効率的で効果的な新

斎場の整備が図れるよう十分検討されることを望むものである。 
 
  人権課 

当課では、人権施策の推進及び人権施策に係る計画の策定並びに人権擁護

委員に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

平成１８年９月に「人権が尊重される津市をつくる条例」が制定されて

いるが、今後同条例のもと、より適切かつ効果的に人権施策が講じられる

よう「津市人権施策基本方針」の速やかな策定に努められたい。 
平成１８年１０月に４日間の日程で開催された市民人権講座については、

意義ある事業で、今後ともより参加率の向上と受講者満足度の向上が図ら

れるよう取組まれたい。 
なお、法務大臣の委嘱を受けた人権擁護委員３６人で構成する津市人権

擁護委員会に対し、毎年度、補助金が交付され、地域社会に密着した人権
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擁護活動を支援しているが、同委員会に対する補助金（当年度交付額２８

３万円）は、活動経費の全額を対象とするものであることから、その活動

内容に十分留意の上、補助されたい。 
 

  地域調整室・中央市民館 
当室では、地域課題の調整、地域環境の改善、隣保館の総括に関する事務

などを分掌している。 
当市民舘では、人権に係る相談のほか、啓発・広報事業、地域交流事業に

関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   福祉資金貸付事業については、平成１３年度に廃止され、現年分につい

ては平成２０年度が最終償還年度となる。平成１９年３月３１日現在の未

収金は約８，４０６万円となっているが、督促状の送付、電話での催告、

訪問指導等を行うことにより、収納金額は約５４万円となっており、今後

も口座振替の推奨、分納納付の指導等により未収金の徴収に努められたい。 
また、中央市民舘では、各種相談、講座等に年間６，２１０人の地域の

方々に活用され、地域交流事業等の推進に取り組まれているが、今後も地

域に開かれたコミュニティセンターとして各種事業が推進されるよう努め

られたい。 
 
男女共同参画室 

当室では、男女共同参画フォーラムの開催など男女共同参画の推進に関す 
る事務を分掌している。 

（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   平成１９年３月に津市男女共同参画都市宣言が行われ、併せて津市男女 

共同参画推進条例が制定されているが、同条例のもとに男女共同参画基本 
計画の策定も予定されていることから、これらの成果を男女共同参画フォ 
ーラム等の機会に生かし、今後とも市民へのより一層の意識啓発が望まれ 
るところである。 
また、同フォーラムの開催や情報紙の発行などにあたり、公募スタッフ

による運営は、市民の自発的な男女共同参画実践への足掛かりとなること

が期待できることから、事業効果を検証しつつ、継続的な啓発活動として
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取り組まれたい。 
審議会等への女性の登用については、平成１９年４月１日現在、本市で

８３審議会の委員数１，５７２人、うち女性数３９０人と２４．８パーセ

ントの登用率となっているが、国においては、２０２０年までに指導的立

場の女性を３０パーセント程度にすることとしていることから、その実現

に努力されたい。 
 

  津リージョンプラザ 
  当施設では、お城ホール及び会議施設のほか、津図書館、中央保健センタ

ー等を含む施設の総合的な管理運営に関する事務を分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

当施設は、開館後１９年以上が経過し、施設及び設備の老朽化が著しい

ため、平成１７年度から「津リージョンプラザ施設及び設備の改修・更新

３か年計画」に基づき整備に取り組まれているが、平成１９年度には、お

城ホールの舞台照明及び音響設備の改修工事が実施されることから、工事

期間中は、他の本市施設の利用案内など利用者への適切な対応に努められ

たい。 
なお、当年度末現在のお城ホールの利用率（利用日数／開館日数）は、

７１．１パーセントとなっているが、また、その使用料減免率（減免金額

／減免前使用料）は、３１．１パーセントとなっており、リニューアル後

は施設利用率の一層の向上に努められるとともに、指定管理者制度の導入

も含めた効率的な管理運営方法への見直しを検討されたい。 
 

  アストプラザ 
当施設では、アストホールほかアストプラザ施設の維持管理をはじめ、住

民サービス窓口として戸籍、住民票、税などに関する証明書の交付、印鑑登

録、住民基本台帳関係の届出に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 

特になかった。 
（２）所 見 
   当施設における当年度のコミュニティ施設の延べ利用団体数は３，１１

４団体（対前年度比約２パーセント増）、行政窓口での各種証明書等の受

付・交付件数及び貸館申請の件数は合計で３４，６７７件（対前年度比約

１５パーセント増）となって、平成１３年度の開館以降、年々利用者が増
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加していることから、窓口の業務体制の充実が望まれる。 
また、平成１９年１月から住民異動届等の入力業務を行うことにより、

土・日曜日や平日夜間においても住民票等の即時交付を行うなど、住民サ

ービスの向上に努められているが、立地の利便性を生かし、引き続き住民

に配慮した行政サービスが提供できるよう、業務の実施に取り組まれたい。 
 

■健康福祉部 
 
  福祉管理課 

当課では、地域福祉計画の策定、社会福祉団体の育成･支援、社会福祉施設

の整備･運営に係る総合調整、災害見舞金等の支給に関する事務などを分掌し

ている。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   当課では、今後の地域福祉を総合的に推進する柱となる地域福祉計画の

平成２０年度策定に向けて作業が進められているが、先進市の調査に基づ

く検討のほか、策定委員会の設置など広く市民の参加を得て、実効性のあ

る住民主体の計画となるよう取り組まれたい。 
また、本市が直接提供する福祉サービスに関し、利用者からの苦情に適

切な対応ができるよう、苦情解決第三者委員の設置など苦情解決体制の整

備に取り組まれているが、この整備に伴い利用者の権利の擁護及び満足度

の向上が図られることを期待するものである。 
  

  こども家庭課 

当課では、保育所への入所措置、児童手当及び児童扶養手当の支給、児童・

女性相談事業、子育て支援事業、児童館等運営事業、児童虐待防止等に関す

る事務などを分掌している。 

（１）指導事項 

   特になかった。 

（２）所 見 

   保育所入所児童が全体として年々増加傾向にあるなか、定員変更などに

より対象児童の受入に努められているが、保育士の確保が困難となってき

ていることから、その安定措置に向けた対策を講じられたい。 

全国的に問題となっている保育所入所負担金の未納問題について、本市

の未納額は約９，４４０万円（平成１９年５月１７日現在）となっている
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が、その未納原因を分析するとともに、徴収体制を確立し、悪質な滞納者

に対しては滞納処分も視野に入れて、問題の解決に努められたい。 

なお、波瀬保育園は、園児数の減少により平成１０年４月１日から休園

しているが、警備・防火の維持管理費が年間約５０万円支出されているこ

とから、今後の維持管理について検討されたい。 

また、今後においては、市全体を見据えた保育所の適切な設置場所及び

定数について検討され、質の高い保育サービスの実施と効率的な施設運営

に努められたい。 

 

  高齢・障がい福祉課 
当課では、高齢福祉に係る事業の実施及び調整、在宅介護支援センター・

地域包括支援センターの事業及び敬老に係る事業のほか、身体障がい者、知

的障がい者及び精神障がい者の福祉に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   老人ホーム入所負担金を納期限までに納付しない者について、津市税外

収入金に対する督促手数料等に関する条例第４条に基づく督促手数料のほ

か、同条例第５条第１項に基づく延滞金及び免除措置の適用がなされてい

ないことから、同条例の定めるところにより、督促手数料等の徴収など適

正な措置を講じられたい。 
福祉電話貸与事業について、当年度末現在の利用回線は５５回線である

が、利用されていない休止回線は５９回線に及んでいるため、その有効利

用等について検討の上、速やかに措置されたい。 
（２）所 見 

老人ホーム入所負担金の消滅時効による当年度の不納欠損処分額は、約

８９万８，０００円で、滞納繰越分の収入未済額は約１０６万円（収納率

１１．８パーセント。平成１９年３月３１日現在）となっているが、負担

の公平性を損なうことのないよう、当該入所者又はその扶養義務者に対し、

必要に応じて法的措置を講じるなど、適切な債権管理に努められたい。 
配食サービス事業は、１６の民間事業者とそれぞれ随意契約によりその

実施を委託されているが、受託事業者のうち一部の事業者については、調

理業務若しくは配達業務を、それぞれ別の事業者への再委託を承認してい

る。当該契約が特命性の高い随意契約で締結されているにもかかわらず、

委託業務の主たる業務である調理又は配達業務を再委託することの妥当性

について、十分検討されるとともに、競争入札の適用についても検討され

たい。 
高齢者に対し、介護支援・居住・交流の各機能を総合的に提供する生活
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支援ハウス運営業務事業は、津市社会福祉協議会に委託されているが、当

該委託業務は実質的に、概ね美里高齢者生活福祉センター及び美杉高齢者

生活福祉センターの使用許可を除く管理運営業務に等しいことから、地方

自治法第２４４条の２第３項の趣旨に照らし、指定管理者制度へ移行する

ことを検討されたい。 

在宅介護支援センター事業は、１８事業者とそれぞれ随意契約により一

律２５０万円（社会福祉協議会は４施設分１，０００万円）で委託されて

いるが、職員の配置、施設の設置、執務体制等について、事業者側の裁量

を認めていることなどから、当該事業経費は一律でないものと考えられる

ため、今後、より適切な契約内容となるよう見直しを行われたい。 
 
  援護課 

当課では、生活保護に係る相談、申請の受理、決定及び保護受給中におけ

る訪問調査、行旅病人の保護等に係る事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   本市における保護率は、平成１８年３月末の６．３１パーミル（人口１， 

０００人当たり、６．３１人）が平成１９年３月末の６．３８パーミルへ 
と増加傾向にあることから国の基準（１人／８０世帯）を下回る１５人（１ 
人／９７世帯）のケースワーカーの確保とともに、扶養義務者に対する調 
査と併せ、自立支援プログラムの活用による就労指導の徹底など、より一 
層適正な保護の実施に向けた取り組みを望むものである。 
医療扶助費削減に向けたレセプト点検委託業務については、約１４４万

円の委託費に対し、当年度の診療報酬の返戻額が約３，５００万円と効果

があることから、受診に関する助言指導と併せ継続的に取り組まれたい。 
生活保護法第６３条の返還金は、当年度末で現年度分１１６件、過年度 

分５５件、同法第７８条の返還金は、同じく現年度分１９件、過年度分２

４件あり、保護の適正実施のため、債権管理台帳の整備や催告状の送付な

ど適切な債権管理と回収措置に努められたい。 
 
  介護保険課 

当課では、介護保険被保険者の資格の得喪、介護保険料の賦課・徴収、介

護保険の給付、介護保険サービス提供事業者の指定に関する事務などを分掌

している。 
（１）指導事項 
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   特になかった。 
（２）所 見 
   当年度は、介護保険法の改正により、予防を重視したシステムへの転換

がなされたところであるが、介護サービス利用者は増加傾向にあり、在宅

で安心して生活できる居宅サービスの充実・向上とともに、包括支援セン

ター・保健センターとの連携により、重度化の防止など介護予防サービス

の支援体制の強化を図られたい。 
当年度より県から市に移管された地域密着型サービス事業は６事業ある

が、介護保険料の改定に伴い未収金も増加し、平成１９年３月末未収金は、

現年度分約８，８３６万円、滞納繰越分約３，４７３万円となっているこ

とから、制度内容の周知を行うなど、今後も保険料の納付指導の強化と滞

納整理に努められたい。 
 

  保険年金課 
当課では、国民健康保険料の賦課･収納、保険の給付などの事務及び国民年

金の窓口業務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   国民健康保険事業については、事業の安定運営のため、保険料の確保や

医療費の適正化に取り組まれているところであるが、収納対策としては、

被保険者間の負担の公平を図るため、引き続き納付相談窓口での資格証、

短期証を活用した納付相談を継続されるとともに、滞納世帯の状況把握や

訪問徴収など滞納整理事務を通じ、収入の確保に努められたい。 
国民年金事務については、国民年金保険料の不正免除問題に続き、社会

保険庁による年金記録等の不適切な事務処理により、年金受給者や被保険

者等に不安を与えているところであるが、社会保険事務所との協力・連携

により、年金制度に対する不安の解消と理解が得られるよう、引き続き広

報・啓発に努められたい。 
 
  医療助成室 

当室では、福祉医療費の受給資格認定及び助成、老人保健医療に係る資格

認定及び給付に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
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   当年度から乳幼児医療費助成制度の拡大や不妊治療費助成制度が実施さ

れたところであるが、対象者に対しては、その内容を十分周知されるとと

もに、過誤払い等の発生防止に努められたい。 
老人保健医療事業については、高齢化の進展や医療技術の高度化により

医療費が増加していることから、今後とも、医療費通知による適正受診の

促進や関係部局との連携による重複受診の是正を図るなど、医療費の適正

化により、円滑な事業運営に努められたい。 
また、平成２０年４月１日から後期高齢者医療制度が施行されることと

なるが、運営主体となる三重県後期高齢者医療広域連合との連携を図られ

るとともに、対象者に対しては、適時、制度内容についての情報提供に努

められたい。 
なお、老人保健医療費における第三者行為求償事例については、点検内

容をより充実され、レセプト傷病名からの発見にも努められたい。 
 
  保健センター 

保健センターは、中央保健センターのほか、久居、河芸、芸濃、美里、安

濃、香良洲、一志、白山及び美杉の、旧市町村ごとに保健センターが設置さ

れ、それぞれ健康相談、保健指導及び健康診査その他地域保健事業に関する

事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   中央保健センターにおいて、当年度の歳入に係る（社）津地区医師会へ

の市有地賃貸料約９３万円について、平成１９年３月３１日までに当該歳

入の調定が行われていなかったので、法令及び津市会計規則の規定を踏ま

え、必要な是正措置を講じるよう指導した。 

   芸濃保健センターにおいて、同センター使用料の減免に当たり申請書の

一部に不備があったため、津市保健センターの設置及び管理に関する条例

（この項において「保健センター条例」という。）第８条に基づく減免申請

理由の記載について指導した。 

安濃保健センターの使用許可に当たり、使用許可申請書への押印が求め

られていたが、保健センター条例及び同条例施行規則に基づき、申請者に

手続上の過度の負担を求めることのないよう是正を指導した。 

（２）所 見 
健康診査事業において、基本健康診査及びがん検診は、受診対象者１人

につき年１回と定められているが、１回を超えて受診（この項において「重

複受診」という。）する事例があり、当年度の各保健センターにおいて基本

健康診査で７件、がん検診で１１件の重複受診が発生していることから、
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これら重複受診者に対し重複受診に係る健（検）診料の納付を求めるなど、

その原因を把握した上、有効な対策を講じられたい。 
休日及び夜間における一次救急医療体制及び二次救急医療体制に係る当

年度委託料の総額は約７，３４２万円となっているが、二次救急医療の輪

番病院において、重症患者の受け入れができないなど、本市の救急医療体

制のあり方が問われていた。このため、中央保健センターが三重大学と共

同で研究し、平成１９年３月に本市における救急医療のあり方をとりまと

められているので、今後はこれを踏まえて、本市の救急医療体制の充実と

救急医療事業に係る経費の効率化に努められたい。 
 

■商工観光部 
 
  商工労政課 

当課では、勤労者福祉対策、商工業振興対策、融資対策に関する事務など 
を分掌している。 

（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   勤労者福祉対策は、中勢地域中小企業勤労者福祉サービスセンターにお

いて、関係事業が実施されているが、同サービスセンターは合併により国

庫補助金の適用区分が単独設立となり、平成２２年度には廃止となる。こ

のことから、同センターへは、隣接市への事業参画を求め、更なる会員の

拡充や自主自立に向けた指導、助言を行われるよう努力されたい。 
商工業振興に関し、合併後の本市においては、１商工会議所、３商工会

が併存しているが、商工会議所法第８条は「商工会議所の地区は、市の区

域とする。」と規定していることからも、地域の商工業の状況や商工業者の

ニーズを考慮し、速やかな統合に向けた動きを促すとともに、商業振興事

業補助金については、費用対効果を踏まえた検証の上、交付されることに

より地域の商業振興に取り組まれたい。 
また、工業振興については、合併前から津市ホームページで製造業のデ

ータベース化による技術、製品等の情報発信に取り組まれているが、改め

て新市全体の製造業に係る早期データベース化を進められ、市内工業の振

興を支援されたい。 
融資対策について、これまで交付してきた小規模事業資金融資に係る補

給金は、合併に伴い旧町村の事業者も該当することとなり、当年度は請求

件数６２４件、交付額約１億４，７７３万円となっているが、県において
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は、平成１９年度から、融資効果を高めるため、商工会議所（商工会）に

対する経営指導を義務付けるなど、今後、当事業が一層地域経済の活性化

に繋がることを期待するものである。 
 
  中心市街地活性化室 

当室では、中心市街地活性化に関する業務、市営駐車場に関する事務など

を分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

中心市街地活性化法の改正に伴い、中心市街地の現況を踏まえ、概ね５

年以内を計画期間とする新たな中心市街地活性化基本計画の作成が求めら

れていることから、商工会議所等で構成する中心市街地活性化協議会の設

立を促進するとともに、同協議会の意見を得て同基本計画の早期作成に努

められたい。 

特に、商店街全体が高齢化、後継者不足という状況にあるため、若手後

継者の育成と併せ、団塊世代の市街地活性化への行動意識の高揚を図り、

事業の継続的な促進に取り組まれたい。 
また、当年度２件、８７万円の交付実績があった空き地・空き店舗対策

事業補助金制度については、その活用効果を周知し、中心市街地の活性化

に結びつくよう努められたい。 
市営駐車場業務については、管理・運営を行っている、お城東・フェニ

ックス・アストの３駐車場の収益が、当年度約２億６，５３７万円で、前

年度に比べ約１，４４０万円の増となっているが、引き続き健全な管理・

運営に努められたい。 

 

  企業立地課 
当課では、中勢北部サイエンスシティ及びニューファクトリーひさい工業

団地等への企業の誘致並びにこれらの工業団地等の維持管理に関する事務な

どを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

企業誘致にあたっては、平成１８年１０月１日、新たに津市企業立地促

進条例を施行し、企業へのインセンティブを提示するとともに、市長のト

ップセールスを含めた、二大産業振興拠点への積極的な企業誘致活動を展
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開されている。 
この結果、中勢北部サイエンスシティにおける当年度末現在の面積分譲

率は、未造成地を除いて、オフィス・アルカディア、流通及び産業の３ゾ

ーンで５１パーセント（立地企業３１社）となり、また、ニューファクト

リーひさい工業団地では５５パーセント（立地企業３社）となっているが、

企業の生産活動が活発化してきていることから、このタイミングを逸する

ことなく、引き続きトップセールスなどの積極的な誘致活動に努められた

い。 
また、中勢北部サイエンスシティの未造成地については、企業の投資動

向に応えられるよう、早期分譲に向けて造成を進められるとともに、ニュ

ーファクトリーひさい工業団地と併せ早期完売を期待するものである。 
 

  観光振興課 
当課では、観光に係る施策、宣伝、事業の実施、観光施設、その他観光事

業に係る調整事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   観光事業については、これまでの取り組みに加え、観光施策などで伊勢

市との連携を図るため、平成１９年５月に津・伊勢都市間連携連絡会議（愛

称：まちまち三重ネット）が設置されたところであるが、今後、こうした

新たな連携を活用した観光事業を展開されたい。 
また、現在、観光振興ビジョンの策定に取り組まれているところである

が、広く市民、関係者の意見が反映され、広域となった津市の数多い観光

資源が有効に活用できる指針となるよう期待するものである。 
さらに、平成２０年度の藤堂高虎入府４００年を好機と捉え、記念事業

をはじめとする各種プロジェクトを推進され、当市の魅力を新津市観光協

会と連携し、積極的に発信することに努められたい。 
なお、当年度、総合旅行誌への広告掲載料や野立て看板の掲出料などが

支出されているが、今後これらの広告効果についての検証も行われたい。 
 
■農林水産部 

 
  農林水産課 

当課では、農業振興施策の計画及び調整、農業及び畜産業の振興、農業経

営基盤強化促進対策、農作物等への鳥獣被害の防止及び中山間地の振興に関
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する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 

津市農業振興地域整備計画の変更（農用地利用計画に係る農用地区域か

らの除外）に当たり、農業振興地域の整備に関する法律施行令第３条第３

項で準用する同条第１項は「農業協同組合」の意見聴取を、また同法施行

規則第３条の２第２項で準用する同条第１項は「農業委員会」の意見聴取

を義務付けていることから、同計画の変更に当たっては当該法規に基づく

これらの手続きを経て行うよう是正を指導した。 

ＪＡ受託者部会負担金は実質的に助成金に当たることから、津市補助金

等交付規則に定める補助金等交付申請書の提出をはじめとする適切な手続

きを行うよう是正を指導した。 
（２）所 見 

本市の出資法人である株式会社三重県松阪食肉公社は、減資等により経

営の健全化に努められているところであるが、本市が当年度に負担した同

社施設維持管理対策事業に係る負担金は約７２５万円で、今後も一定の負

担をしていくことになることから、同社のより一層の経営努力と必要に応

じて出資市町との適切な負担割合の調整に期待するものである。 
農用地流動化促進事業奨励金は、交付に当たり本市の農業経営基盤強化

促進対策に係る基本的事項を定めた「農業経営基盤の強化の促進に関する

基本構想」（平成１８年６月２３日策定）を効果的かつ効率的に実現できる

よう、今後、対象農地の検証、見直しと併せ、当該奨励金の返還命令書に

おける「処分の取消の訴えを提起することができる」などの教示について

も、補助金等の交付の趣旨から見直しを検討されたい。 
地区農政推進協議会交付金は、津市補助金等交付規則に基づき交付する

こととされているが、交付額確定（精算）の措置がなされていないため、

今後交付に当たっては当該措置のあり方を検討されるとともに、その効果

についても検証されたい。 
中山間地域等直接支払事業については、本市が平成１８年４月１日付け

で策定した「中山間地域等直接支払津市基本方針」の定めるところに従い、

各集落における協定に基づき農業生産活動等の取組みが行われるととも

に、その事業の目的が効果的に達成されるよう期待するものである。 
なお、近年、自然環境の変化に伴い、農林産物への鳥獣被害が増加傾向

にあるなか、鳥獣害対策として実施されている有害鳥獣駆除委託事業や獣

害対策原材料支給事業については、その実効性を検証した上、より適切な

対策となるよう見直し等に留意されたい。 
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  農業共済室 
当室では、農業共済事業に関する事務を分掌している。 

（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

農業共済制度については、農業災害補償法に基づき、不慮の事故による

営農損失を補填するものであるが、人件費を含む一般管理費、普及推進費、

損害評価費及び負担金（三重県農業共済組合連合会等関係機関負担金）の

業務勘定費用については、平成１７年度まで国庫負担金及び市町村からの

分担金で賄われていたところ、当年度から国庫負担金が廃止され、地方交

付税へ算入されることとなった。 
このため、一般会計から繰入れされたが、不足が生じたため、当年度は

業務引当金約２，６０７万円を戻し入れたところである。 
今後も一般会計からの繰入金が、国庫負担金相当額を下回われば、引当

金の充当は避けられず、引当金が措置できない可能性もあることから、積

極的な経費削減とともに、対象者の同共済制度への加入促進に努められた

い。 
 

  水産振興室 
当室では、水産業振興施策の計画及び調整、水産加工業の振興、水産関係

団体の支援、漁港の整備・維持管理、栽培漁業の促進等に関する事務などを

分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

当年度は、平成１３年度から進められてきた香良洲漁港の海岸堤防改修

工事が完了し、漁港機能が充実されるとともに、水害等に対する安全性が

高まったが、漁業従事者の高齢化、後継者不足が依然大きな問題となって

いることから、ヨシエビ・ハマグリの養殖放流、アサリ稚貝の放流など「つ

くり、育て、とる漁業」の環境整備を引き続き推進することにより、水産

業の振興に努められたい。 
域内漁協の合併については、各組合員数の減少により組合の存続が危惧

されるなか、合併に係る検討協議への参加が意思決定され、平成１９年４

月１９日には第１回新津市漁業協同組合合併検討委員会が開催されている

が、今後とも組合経営の基盤整備及び効率的な体制の確立を図るため、漁

協合併の実現促進に努められたい。 
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  林業振興室 

当室では、林業振興施策の計画及び調整、市有林の維持管理、林道事業に

関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

平成１７年度末現在、本市における林業従事者数は１０５人で、そのう

ち６０歳以上が６７人となっており、林業従事者の減少と高齢化が著しい

が、森林の荒廃が懸念されるため、当年度は、広葉樹植栽奨励事業補助金

約１８４万円（新規植栽３件、植栽後２年間の保育事業１０件）を交付す

るなど、森林整備事業が推進されているところである。 
人工林の荒廃は、下流域での洪水発生、河川環境への影響など様々な問

題との関わりが大きいことから、森林及び林業に対する市民の意識の高揚

を図られるとともに、荒廃森林の現況把握の上、適正な森林管理及び健全

な森林整備を推進されたい。 
 
  農業基盤整備課 

当課では、市単土地改良事業、県営等土地改良事業、農業用施設維持管理

事業、農業集落排水事業に係る事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   新池堤体に係る行政財産使用料の調定に漏れがあったことから、速やか

に適正な処理を行うよう指導した。 
（２）所 見 
   当年度の農業集落排水処理施設使用料については、約４６０万円の収入

未済額が発生しているが、関係総合支所との一層の連携による効果的・効

率的な徴収体制のもとに、収入未済額の早期回収に努められたい。 
地元自治会や土地改良区などから要望がある農道、用排水路などの整備

については、市単土地改良事業として実施されているが、事業実施方法は、

市の直接施工（施工後、地元負担金徴収）や地元自治会などによる施工（施

工後、市から補助金交付）のほか、原材料を支給するなどがあるが、これ

ら現状を踏まえて、より迅速かつ効率的に事業が行えるよう、実施方法に

ついて検討されるよう望むものである。 
また、農業集落排水事業については、当年度末現在で、供用率９１％と

なっているが、引き続き地元への啓発などにより、供用率の向上に努めら

れたい。 
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■農業委員会事務局 
当委員会事務局では、津市農業委員会（選挙による委員４０人及び選任に

よる委員８人で構成）が所掌する農地法その他の法令に基づく農地等の利用

関係の調整に係る事務などを担当している。 
（１）指導事項 
   平成１９年２月に実施された農業委員視察研修において、旅費の計算誤

りがあったため、必要な是正を指導した。 

   農地法第８４条に定める小作地の所有状況を記載した書類の作成及び縦

覧については、早期に実施されるよう指導した。 
（２）所 見 
   農地法に基づき、当年度各農地部会が処理した農地法第３条、第４条及

び第５条の規定による許可件数は、第１農地部会が３２１件、第２農地部

会が２１８件であったが、法令に基づく同種の許可処分については、一貫

性が強く求められることから、適切な処分に努められたい。 
農業委員会等に関する法律施行規則第１０条は、「二以上の農地部会を置

く場合は、当該農業委員会の区域を分けて設けられる各区域に応じて、こ

れを置かなければならない」旨規定している。本市の農地部会は、津、香

良洲、河芸、芸濃、美里及び安濃の区域を一として「第１農地部会」を、

久居、一志、白山及び美杉の区域を一として「第２農地部会」をそれぞれ

置いているが、当委員会は、同条の趣旨に照らし、これを広く一般に知ら

せる措置を講じられたい。 

 
■都市計画部 

 
  都市管理課 

当課では、都市計画部、建設部、下水道部３部の調整、建設事業等に係る

関係部局との調整、交通政策に係る調査及び計画、津松阪港港湾施設の維持

管理、中部国際空港への海上アクセス事業、津市伊勢湾ヘリポートに関する

事務などを分掌している。 

（１）指導事項 
   出張旅費において計算誤り（日当の減額調整漏れ）があったので適正に

処理するよう指導した。 
（２）所 見 

 合併に伴い広大な市域を有することとなった本市では、域内各地区を結

ぶ効率的な新たな公共交通システムの構築に向けた取り組みが進められつ

 - 33 -



 

つあり、当年度は、各総合支所を含めたバス担当者会議が重ねられてきた

が、平成１９年度は、公共交通システムの調査研究業務が委託されるなど

本格的に検討が進められることから、高齢化が進む本市にあって住民のニ

ーズに応えられる、効果的な公共交通システムが構築されるよう期待する

ものである。 
中部国際空港への海上アクセスについては、平成１８年１２月の松阪ル 

  ート開設の影響で利用者が減少傾向にあるが、津市観光協会と連携し、同 
アクセスも観光資源とした新たな観光ルートに位置づけるなど、観光客の 
誘致に積極的に取り組むことにより利用者の確保に努められたい。 
 津なぎさまち内旅客船ターミナル及び津市伊勢湾へリポートは、それぞ

れ民間事業者を指定管理者として管理運営されているが、今後ともこれら

管理者への委託実績を検証し、より効率的・効果的な施設の管理運営を行

われたい。 
 
  都市計画課 

当課では、都市計画の決定及び変更、市街地再開発事業、都市景観に関す

る事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   合併に伴い土地利用規制の異なる３つの都市計画区域を有することとな

ったが、都市の一体的で効率的な都市計画を推進するための基礎調査を、

県と市の役割分担の中で平成１７年度から取り組まれ、当年度は都市施設

等、平成１９年度は土地利用等について調査されている。今後これらの調

査結果も踏まえ、都市計画の基本的な方針を定める都市マスタープランの

早期策定に努められるとともに、新市としての都市計画の速やかな決定に

向けた取り組み等を望むものである。 
津駅前北部地区市街地再開発事業は、アスト津の建設成果も踏まえ、津

駅前北部土地区画整理事業とともに、県都の玄関口として早期に整備され

るよう、残された街区においても当該事業の促進に努められたい。 
都市景観については、これまで屋外広告物の規制措置や津市都市デザイ

ン委員会の運営とともに、平成１９年度は市民への景観募集アンケートや

景観発見ツアーなどを実施することにより、良好な景観の確保・形成に取

り組まれているが、新市としての適切な景観行政が進められるよう、景観

法の施行に伴う条例の制定や計画の速やかな策定に努められたい。 
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  開発指導室 
当室では、開発行為等の計画の指導、審査及び協議、開発行為の許可、違

反開発行為の是正及び指導に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   当年度の開発許可申請件数及び許可件数は１５５件で、そのうち手数料

に関わる件数は１２０件であったが、平成１９年４月１日からは三重県宅

地開発事業の基準に関する条例に基づく知事権限を受任し、対象件数も増

加傾向にある。 
開発行為の許可、指導などに関する事務は、その処理に相当な時間を要

し、繁雑化しているところであるが、引き続き、開発事業者への迅速かつ

適正な対応により、本市における土地利用が計画的に推進され、健康的か

つ安全な生活環境の保全と良好な都市環境の整備が図られることを期待

するものである。 
 
  津駅前北部土地区画整理事務所 

当事務所では、平成８年３月１４日の事業認可（公告）に基づく津駅前北

部土地区画整備事業の換地計画及び換地処分並びに土地、建築物等に係る補

償及び移転等に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   当土地区画整理事業における公共施設用地に係る行政財産使用料の納付

期限を、津市会計規則に規定されたとおり（納入通知書の発行の日から  

１５日以内）に定められていなかったので指導した。 
   土地区画整理審議会委員に対する費用弁償の支払いに漏れがあったので、

適正に処理するよう指導した。 
（２）所 見 

津駅前北部土地区画整理事業については、安全で良好な生活環境を整え

るため、施行面積約１１．６ヘクタール、事業費約１５６億円の実施計画

のもと、平成２２年度の事業完了を目指し平成７年度から事業が行われて

いるが、当年度には３４戸の移転が完了し、総移転戸数２３２戸中、１６

６戸の移転が完了したことから、当年度末で約７２％の進捗率となってい

る。 
しかしながら、津地方裁判所に提訴されている「仮換地指定処分取消請

求事件」については、未だ結審に至っていないことから（平成１９年５月

２１日現在）、訴訟が長引くことにより集団移転に影響を及ぼし、更には、
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事業実施計画にも支障をきたすことが懸念されるため、引き続き地権者の

理解と協力が得られるよう努められ、円滑に事業が推進されることを望む

ものである。 
 

  公園緑地課 
当課では、都市計画事業における公園に係る事業等の調査及び計画、公園

緑地の維持管理、緑化施策の総合企画及び総合調整のほか、緑化意識の普及

に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   公園遊具等の保守点検業務については、市内４３２公園に係る遊具等の

点検業務を委託し、当年度使用停止措置を講じたものは、ぶらんこ６件、

複合遊具３件、鉄棒１件、遊動板１件の計１１件であったが、都市公園に

おける遊び場の安全管理については、「都市公園における遊具の安全確保に

関する指針」（国土交通省）、「遊具の安全に関する規準案」（（社）日本公園

施設業協会）等も参考にされ、より一層の安全対策を講じられたい。 

都市公園に係る占用許可において、茶店等仮設工作物の設置に係る占用

許可には複数の条件が付されているが、都市公園法第３４条の規定に基づ

く不服申立てに係る教示がされていないので、教示の必要性について検討

されたい。 

なお、「緑の募金活動」について、当課では、（社）三重県緑化推進協会

が実施する同募金の集金、保管及び送金等の事務を行っているが、当年度

集金した募金実績は約２１１万円で、保管現金等については、本市の財産

を保管する場合と同等の注意をもってこれを保管されたい。 

 

 建築指導課 

当課では、建築基準法に基づく確認及び検査、違反建築物に係る措置指導

及び建築物の防災指導、三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例

に基づく公共的建築物の整備に係る事前協議、エネルギーの使用の合理化に

関する法律及び建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律に基づく届出

に関する業務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 
   本市は合併により人口２５万人以上の市になったことから、特定行政庁
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として、違反建築物に対する是正措置や道路位置の指定など様々な権限に

基づく建築行政が進められている。 
これに加え阪神・淡路大震災や耐震強度偽装事件に伴う建築基準法の改

正により、特に防災面から建築指導行政への要求が高まっているところで

ある。 

これらを背景として、今後とも建築物の安全性と防災性が確保されるよ

う、対象者への必要な是正措置に係る指導・啓発に努められたい。 

 

  久居工事事務所 
当事務所では、所管区域（久居総合支所、一志総合支所、白山総合支所及

び美杉総合支所の所管区域）における道路、公園及び下水道等に係る新設改

良・維持補修工事等に関する事務などを分掌している。 
（１）指導事項 
   特になかった。 
（２）所 見 

当年度の当事務所が所管する工事等の依頼による実施件数は、６１件あ

るが、本庁との事務分掌により、現体制では独自の計画立案や、事前の執

行体制準備が困難であるという機構的な問題点があることから、事業計画

の立案、予算要求のあり方について、本庁、当事務所及び総合支所におけ

る事務の見直し及び業務分担を検討され、事業の円滑な推進と事務の効率

化に努められたい。 
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